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2 農水産物等特産品販路拡大
【重点】

3 道の駅広域連携
4 共同物産展の開催

5 広域連携による周遊観光の推進
【重点】

6 クルーズ船入港体制整備【重点】
7 特定複合観光施設（ＩＲ）誘致推進
【重点】

8 名切地区再整備【重点】
9 俵ケ浦半島開発【重点】

10 大学等による地域課題解決に
向けた研究の推進【重点】

11 世界遺産の保全活用
12 工業団地の造成・企業誘致の推進
13 圏域における交流拠点機能の連携
14 ポートセールスの推進
15 再生可能エネルギーの推進
16 平戸城大規模改修

1

将来像の実現に向けた具体的取組みⅣ
将来像の実現のためには、都市圏に求められる3つの役割に基づき、以下の施策

及び連携事業の確実な展開による効果の発現を目指していくことが不可欠です。

特に、圏域人口のダム機能に対する効果の発現に大きく寄与する事業については、

重点事業として位置付け、優先的に財源を配分することで、取組みを加速していき

ます。

さらに、施策及び連携事業の内容が、より効果を発現するために、事業における

効果検証（3年目）を実施するとともに、国等の社会情勢の変化がある場合には、

柔軟に対応できる取組み（例えば、外国人の受け入れやＡＩの活用など）等につい

ても、積極的に連携事業の新規実現に向け検討を行います。

施策体系１

役 割 施 策 連携事業

圏域全体の
経済成長の
けん引

1 創業支援の連携

産業クラスターの形成、イノ
ベーション実現、新規創業
促進、地域の中堅企業等を
核とした戦略産業の育成

地域資源を活用した
地域経済の裾野拡大

戦略的な観光施策

高次の都市機
能の集積
・強化

高等教育・研究開発の環
境整備

その他、都市機能の集
積・強化

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

高度な中心拠点の整備・
広域的公共交通網の構築
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役割 施策 連携事業

圏域全体の生
活関連機能
サービスの
向上

17 地域医療の確保に関する取組み

18 在宅医療・介護連携推進

19 障がい福祉ｻｰﾋﾞｽの充実
20 療育機能の改善
21 病児・病後児保育室の利用に関する連携
22 幼児教育ｾﾝﾀｰのｻｰﾋﾞｽ提供
23 ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰの充実

24 図書館相互ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ（研修等共同開催）
25 図書館相互利用ｻｰﾋﾞｽ（利用者登録・貸出）
26 図書館相互利用ｻｰﾋﾞｽ(貸出・返却配送）

27 栽培漁業の広域連携【重点】
28 自治体PPS（新電力会社）による
域内経済循環【重点】

29 新規漁業者等就業支援
30 水産資源の増殖対策及び漁業生産
環境等改善

31災害時における相互応援体制の確立
32 防災行政に関する情報の共有及び
職員の資質向上

33 エコアクション21（事業所における
環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取得促進）

34 親子でｴｺﾁｬﾚﾝｼﾞ（家庭における
地球温暖化対策）

35海上交通（航路）の維持・活性化

36 ｵー ﾌ゚ﾝﾃ゙ ﾀー利活用の推進に係る取組み
37 情報通信ｲﾝﾌﾗの共同利用

38 広域圏ｻﾎﾟｰﾀｰの創出【重点】
39 移住・定住連携窓口の広域圏活用
40 婚活ｻﾎﾟｰﾄ推進

41 男女共同参画推進啓発

42 人事交流制度による職員のｽｷﾙｱｯ
ﾌﾟ・意識醸成

43 教職員研修の共有連携（教育ｾﾝﾀｰ
研修の活用）

44 公民連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの形成

生
活
機
能
の
強
化

結
び
つ
き
や

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

能
力
の
強
化

地域医療

介 護

福祉

教育・文化

地域振興

災害対策

環 境

地域公共交通

ICTインフラ整備

地域内外の
住民との交流
・移住促進

人材の育成

圏域内市町村
の職員等の

交流

圏域マネジメン
ト能力の強化

Ⅰ
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域
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現
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西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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重要業績評価指標（ＫＰＩ）２

圏域の状態の中長期的な確認及び本ビジョンの取組みの進捗管理や成果を検証す

るため、「圏域全体の経済成長のけん引」、「高次の都市機能の集積・強化」、

「圏域全体の生活関連機能サービスの向上」の各役割や施策に関する重要業績評価

指標（ＫＰＩ）を次のとおり設定します。

（１）圏域全体の経済成長のけん引

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

圏域内総生産額
1兆4,292億9千万円
（平成27年度）

現状値より向上
平成27年度長崎県・

佐賀県市町民経済計算

【施策のＫＰＩ】

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

新規創業者数
241人/年

（平成29年度）
1,506人

産業競争力強化法に基
づく各市町が認定を受
けた創業支援事業計画

①産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業等を核と

した戦略産業の育成

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

農水産物総生産額
28,276百万円/年
（平成27年度）

28,463百万円/年
平成27年度長崎県・

佐賀県市町民経済計算

②地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

観光入込客数
14,703千人/年
（平成29年度）

16,470千人/年
長崎県・佐賀県
観光統計

③戦略的な観光施策

【役割のＫＰＩ（管理指標）】

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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（２）高次の都市機能の集積・強化

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

圏域滞在人口率
（平日）

103％
（2015年）

現状値より向上

ＲＥＳＡＳ

圏域滞在人口率
（休日）

103％
（2015年）

現状値より向上

【施策のＫＰＩ】

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

入港船舶回数
89回

（平成29年度）
370回

佐世保港国際旅客船
拠点形成計画

事業進捗率 ― 100％ 佐世保市

①高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

【役割のＫＰＩ（管理指標）】

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

大学等との共同研究
等による地域課題の

解決率
― 50％ 佐世保市

②高等教育・研究開発の環境整備

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

事業進捗率 ― 100％ 関係市町

③その他、都市機能の集積・強化

Ⅰ
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市
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Ⅳ
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体
的
取
組
み

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

圏域人口の社会動態
（転入者数－転出者数）

-4,596人/5年 現状値より向上 2015年国勢調査

【施策のＫＰＩ】

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

佐世保市以外の住民の
病児保育室登録者数

19人/年
（平成29年度）

29人/年 佐世保市

図書館の貸出利用者数
428,320人/年
（平成29年度）

433,000人/年
構成市町図書館

貸出統計

計画種苗に対する供給率
85％

（平成30年度計画）
85％

構成市町要望数量
及び供給数量

①生活機能の強化

【役割のＫＰＩ（管理指標）】

②結びつきやネットワークの強化

③圏域マネジメント能力の強化

指標名 現状値
目標値

(平成35年度）
出典

移住者数
351人/年

（平成29年度）
371人/年 構成市町実績

指標名 現状値
目標値

（平成35年度）
出典

交流職員等の人数 ― 4人 佐世保市

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

２ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）
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推進する具体的取組み３

クルーズ船客をはじめとした圏域外からの観光客を周遊させ、圏域内経済の好循
環を目指します。また、造船等の製造業や農水産業等を強化していくことで、都市
部への人口流出に歯止めをかけるとともに、圏域外からの人口流入に取り組んでい
きます。

（１）圏域全体の経済成長のけん引

＜商工分野＞
 若年層をはじめ、就職を希望する世代に対して、県と一体となって地場企業の認知度向上、
圏域の魅力周知など、地元定着に向けた情報発信を行う等、就職、定住の地としての圏域を
ＰＲすることで圏域内就職促進に努めます。

 創業支援では、「創業前」、「創業準備」、「創業後」の各段階において支援を行う
ようにしていますが、創業後の支援についても、連携市町の商工会議所や商工会等、
関係支援機関と連携して支援体制の充実を図ります。

 連携市町の創業希望者に対しても、産業支援センターにて来所による創業相談が受け
られるほか、セミナーやイベントについても周知・広報を行い、積極的に参加を促し
ます。

 中小企業における労働福祉に関して、圏域全体のサービス充実に努めます。
 就職に伴う若年層の流出を抑制することなどを目的として、各市町で取り組む企業誘

致を連携して取り組むことにより、圏域内での雇用促進、若者の定着に結び付けてい
きます。

 造船業における共通課題の解決、効率性及び生産性の向上に資する取組みの可能性につい
て検討を進めます。

施策の方向性

施策
産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅

企業等を核とした戦略産業の育成

連携協約

に規定する

取組内容

地場産業の生産性向上、新規創業の支援等に関すること

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

①

Ⅰ
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西九州させぼ広域都市圏ビジョン

№ １ 事業名 創業支援の連携

事業概要
• 佐世保市産業支援センター内に設置しているインキュベーション（創業支援施

設）への圏域内関係自治体内の創業希望者も入居の対象とするなど、圏域内
での広域展開（拡充）を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 創業者の増加による経済活性化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

22,957 25,174 24,820 24,820 24,820 122,591

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市 佐世保市産業支援センター事業の広域展開

関係市町
各種支援機関（商工会や金融機関等）から創業希望者へのインキュ
ベーション施設の情報提供
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＜商工分野＞

 進出企業と圏域内企業との取引拡大を図り、地域経済への波及効果が得られるよう努

めます。

 圏域内特産品を販売促進する機会、仕組みづくりを行っていきます。

 海外ビジネス、異業種交流分野等での研修・セミナー開催を通じて、事業者間の連携

や新事業・新分野の展開に向けた機運促進に努めます。

＜農水分野＞

 地域の農水産物の消費拡大促進のため、圏域で連携した販促活動により多種多様な商

品が揃うことで、集客力・認知度・農水産物販売力の向上につなげていきます。

＜国際分野＞

 海外都市連携（ビジネス連携）においては、圏域内の企業を取り込むことで、連携先の海

外都市の企業に対してより精度の高いビジネスマッチング提案を検討していきます。

施策の方向性

施策 ②地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

連携協約に

規定する取

組み内容

多様な地域資源を活用した地場産品のＰＲ、販路拡大及び消費拡大に関すること

№ ２ 事業名 【★】農水産物等特産品販路拡大

事業概要

• 国内外での農水産物販路拡大のための、情報発信拠点（サイト・動画）の設置と、
消費者・バイヤー向けイベントを開催する。

• 消費地バイヤー、飲食店オーナー等への産地ツアー開催を通じた商談機会を
創設する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果
産地ブランドの認知度向上、情報の拡散、新市場開拓、商談機会の創設による販
路拡大

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

29,390 31,448 31,498 31,498 31,498 155,332

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市 各種事務手続き、関係機関・生産者との調整、事業検証等を行う。

関係市町 関係機関・生産者との調整、事業立会、事業検証等を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）
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№ ３ 事業名 道の駅広域連携

事業概要
• 圏域内の道の駅が共通パンフレットによる観光情報の情報発信等により連携

することで、道の駅の認知度の向上と観光客をはじめとする来訪者の回遊性の
向上を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● 2

連携による効果 道の駅来訪者の回遊性向上による道の駅認知度、集客性の向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

1,500 － 1,500 － 1,500 4,500

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
共通パンフレット製作等にかかる企画・事務手続を行うとともに、必
要な情報提供・調整を行う。

関係市町 中心市と連携して必要な情報提供・調整等を行う。

№ ４ 事業名 共同物産展の開催

事業概要
• 佐世保市の中心市街地で開催されている既存イベントを活用して、連携市町か

らの出展による共同物産展を開催し、圏域内での各市町の特産品の認知度向
上と販路拡大に向けた支援を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 特産品の認知度向上による販路拡大

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

2,355 2,355 2,355 2,355 2,355 11,775

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 共同物産展の開催に向けた必要な企画・調整等を行う。

関係市町 中心市と連携して必要な調整・情報提供等を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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＜観光分野＞

 圏域内観光資源を有機的に結び付け、域内交流人口の拡大及び経済活動活性化を検討

していきます。

 共通するコンセプトを持った自治体と観光資源を共有し、共同でマーケティング・イ

ンバウンドプロモーションを検討していきます。

＜国際分野＞

 広域的な観光推進に貢献できる人的体制の整備や、国際人材育成関係のセミナー等の

実施募集、基地内大学の募集広報地域の拡大等、圏域で取り組めるよう検討していき

ます。

施策の方向性

施策 ③戦略的な観光施策

連携協約

に規定する

取組内容

国内外からの観光誘客拡大による周遊観光の推進及び観光消費額の拡大に関すること

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

№ ５ 事業名 【★】広域連携による周遊観光の推進

事業概要
• 科学的なアプローチと専門人材投入による現状分析を行い、ターゲットを明確

にしたインバウンドセールスを行うとともに、日本版DMOである佐世保観光コン
ベンション協会の基盤整備と機能を強化し、圏域内への周遊観光を促進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 多様な周遊観光の創出、圏域内観光消費額の増加

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

37,005 24,640 24,640 42,090 27,190 155,565

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 事業構築ならびに事業実施における主体的運営を行う。

関係市町 事業構築ならびに事業実施における共同運営を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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経済成長のけん引や生活機能の充実を図る上で必要となる圏域の中心的拠点施設

の整備等を推進します。

また、各構成市町の特徴的都市機能や交流拠点の整備等、圏域全体の魅力向上に

資する取組みに協力・支援することで、圏域の都市機能を向上させます。

（２）高次の都市機能の集積・強化

＜拠点・ネットワーク分野＞

 ゲートウェイ機能強化を図り、拠点施設（子ども遊び場、港湾施設、拠点公園）の整備を進

めていきます。

 西九州北部地域、ひいては九州全域が一丸となるようなＩＲを実現し、地域経済への波及効

果拡大を目指していきます。

 佐世保市域において中心拠点の都市機能を維持し、将来のまちのあるべき姿の調査研究や広

域的な調整に取り組みながら、コンパクト・プラス・ネットワークの実現を目指し、連携中

枢都市として相応しい高次都市機能の集積・強化を図りつつ、圏域全体との連携を可能とす

る交通ネットワークの強化を図っていきます。

施策の方向性

施策 ①高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

連携協約

に規定する

取組内容
高度な交流拠点機能の整備推進に関すること

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

№ ６ 事業名 【★】クルーズ船入港体制整備

事業概要
• 官民が連携し、ゲートウェイ機能を有した国際クルーズ拠点形成による観光都

市機能の強化を図り、観光客の増加、地域経済の活性化を目指す。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果
国際クルーズ拠点港形成による、国際観光の活性化と観光都市機能の強化（ク
ルーズ客船による観光客の増加、観光業をはじめとする地域経済の活性化）

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

1,304,761 － － － － 1,304,761

国及び県補助制度等
港湾改修費補助金（国）、社会資本整備総合交付金（国）、総合的物流体系整備推
進費補助金（国）

役割分担
佐世保市 圏域全体の交流人口の拡大に資する拠点整備等を推進する。

関係市町 中心市の取組みに対して必要な協力を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ ７ 事業名 【★】特定複合観光施設（ＩＲ）誘致推進

事業概要
• 長崎県と連携し導入申請に向けた実施指針の策定や、国などの関係機関に働

きかけ、長崎・佐世保のポジションの向上を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果
観光産業、製造業、金融等の関連産業の集積や、ビジネス核となることによる地域
経済成長

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

144,835 189,617 10,000 10,000 10,000 364,452

国及び県補助制度等 地方創生推進交付金（国）

役割分担

佐世保市 圏域全体の交流人口の拡大に資する拠点整備等を推進する。

関係市町 中心市の取組みに対して必要な協力を行う。

№ ８ 事業名 【★】名切地区再整備

事業概要
• 「名切地区まちづくり構想」に掲げるゾーニングの考え方に基づき、中心市街地

における賑わいの創出や憩いとアクティビティー空間の形成といったゾーンごと
の方針に資する土地利用を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 憩いと交流の拠点づくり、中心市街地の賑わいの創出や多様な世帯の交流

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

7,470 35,201 166,489 188,165 45,990 443,315

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 圏域全体の交流人口の拡大に資する拠点整備等を推進する。

関係市町 中心市の取組みに対して必要な協力を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み



12

№ ９ 事業名 【★】俵ケ浦半島開発

事業概要
• 俵ケ浦半島において、九十九島等の自然景観を眺望できる観光公園として整

備を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果
観光公園を整備し、市民、圏域内の住民をはじめ国内観光客や近年増加するク
ルーズ船観光客等、多くの人を呼び込むことによる南九十九島観光の周遊性向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

392,267 977,181 － － － 1,369,448

国及び県補助制度等 長崎県小さな楽園づくり交付金（県）

役割分担

佐世保市 圏域全体の交流人口の拡大に資する拠点整備等を推進する。

関係市町 中心市の取組みに対して必要な協力を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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＜マネジメント分野＞

 「九州西部地域大学・短期大学産学官連携プラットフォーム（以下、「ＱＳＰ」とい

う。）」との連携による共同研究、地域連携、地域貢献等を推進し、圏域内の地域課題解決

を図っていきます。

施策の方向性

施策 ②高等教育・研究開発の環境整備

連携協約

に規定する

取組内容
大学等との連携による地域貢献及び地域連携の推進に関すること

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

№ 10 事業名 【★】大学等による地域課題解決に向けた研究の推進

事業概要

• ＱＳＰと都市圏との連携体制を構築し、地域課題解決に向けた共同研究など相
互間連携を促進する。

①連携市町との定期的な連絡会議開催による情報共有
（ＱＳＰ活用の促進、成果の共有等）
②ＱＳＰとの窓口（連絡調整等）及びＱＳＰ事業に関する協力・支援
③共同研究の実施（圏域の課題、各市町の課題）

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 大学等との連携による地域課題解決機能の向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

2,183 2,183 2,183 2,183 2,183 10,915

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
・関係市町との連絡会議開催
・ＱＳＰとの窓口及びＱＳＰ事業に関する協力・支援、共同研究の実施

関係市町
・連絡会議出席
・ＱＳＰ事業に関する協力・支援、共同研究の実施

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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＜連携市町の取組分野＞

 各自治体の「特徴的価値（都市機能）」を、相互に活用・補完することで、圏域の都市機能

として機能させていきます。

 各々の都市機能を圏域全体で認め合い、相互に支援・協力することで、圏域全体の活力を向

上させていきます。

施策の方向性

施策 ③その他、都市機能の集積・強化

連携協約

に規定する

取組内容

圏域内における特徴的都市機能の集積・強化に関すること

〔具体的取組み〕

№ 11 事業名 世界遺産の保全活用

事業概要

• 平成30年7月に、世界文化遺産に登録された「長崎と天草地方の潜伏キリシタ
ン関連遺産」の構成資産の保全・活用を図る。

【構成資産】
・平戸の聖地と集落（春日集落と安満岳）
・平戸の聖地と集落（中江ノ島）
・野崎島の集落跡
・頭ヶ島の集落
・黒島の集落

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 世界遺産の次世代への継承、交流人口の拡大

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

47,049 41,758 18,779 8,779 8,779 125,144

国及び県補助制度等 文化的景観保全推進事業補助金（国・県）、 世界遺産整備活用事業補助金（県）

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ 12 事業名 工業団地の造成・企業誘致の推進

事業概要

【平戸市】
• 平戸市工業団地について、各市町の団地分譲の基本的な姿勢を踏まえながら、

企業誘致･立地活動の連携を図り、連携地域内の人材確保策と合わせ誘致活
動を実施する。

【松浦市】
• 技術力の高い製造業や自動車関連企業等をターゲットとして、松浦市東部工業

団地（６，６００㎡）及び平成３０年１０月完成の堂山工業団地（約１０，０００㎡）
への早期企業誘致の実現を図る。

【西海市】
• 大島造船所に隣接する肥前大島港を埋立て、工業団地を造成する。当該事業

により造船関連企業を誘致し、新たな雇用の確保を図る。
• 事業内容：工業用地約12haの造成

【伊万里市】
• 七つ島工業団地など既存の工業団地や新設する伊万里東部（松浦地区）工業

団地（仮称）への製造業を中心とした企業誘致のほか、女性や大学新卒者、さ
らにはＵＩＪターン希望者の就業の受け皿となり得るオフィス系企業の誘致を積
極的に推進する。

【有田町】
• 有田町と佐賀県の共同による新産業集積エリアとして、工業用地約21haを確保

し、大規模企業等の誘致を推進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 新卒者やＵＪＩターン者等多様な就労の場の確保、定住人口の増

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

2,009,163 2,755,414 1,563,266 53,266 53,266 6,434,375

国及び県補助制度等 －

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 13 事業名 圏域における交流拠点機能の連携

事業概要

【波佐見町】
• 毎年ゴールデンウィーク期間に開催する波佐見焼の祭典であり、近隣で個々に

開催している陶器まつりを、圏域の魅力として束ね情報を発信することで、圏域
内の人の交流を促進する。

【伊万里市】
• 市内大川内山において鍋島藩窯の伝統を受け継ぐ窯元により開催される窯元

市への集客を図る。

【有田町】
• 115回の伝統ある有田陶器市。圏域市町においても同時期に類似する陶器市

が実施されており、相互に連携したプロモーションを実施する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 圏域の魅力を束ね情報発信することによる域内交流の促進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

9,155 9,130 9,130 9,130 9,130 45,675

国及び県補助制度等 －

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ 14 事業名 ポートセールスの推進

事業概要
• 伊万里市と佐賀県伊万里港振興会により、船社や荷主等へ積極的にポート

セールスを行うことにより、伊万里港のコンテナ取扱量の拡大を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 圏域の都市機能向上、経済活性化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

6,118 6,118 6,118 6,118 6,118 30,590

国及び県補助制度等 佐賀県産業関連施設整備事業費補助金（県）

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 15 事業名 再生可能エネルギーの推進

事業概要
• 伊万里市再生可能エネルギービジョンに基づく事業や佐賀大学の海洋エネル

ギー研究センターとの連携事業の実施により、再生可能エネルギーの必要性を
市民に啓発しながら導入を推進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 新たな産業、雇用の創出、再生可能エネルギーの活用を起点とした地域の活性化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

－ － － － － －

国及び県補助制度等 －

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ 16 事業名 平戸城大規模改修

事業概要
• 平戸観光のシンボルとして、年間６万人以上の観光客を受け入れている。天守

閣及び各櫓やライトアップ等のリニューアル、及び日本100名城初の城の宿泊
施設整備を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 話題性と魅力向上による圏域内観光客、交流人口の増加

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

462,053 － － － － 462,053

国及び県補助制度等 地方創生推進交付金（国）

役割分担

主体市町
(関係市町)

都市機能の集積・強化のため、必要な取組みを行う。

佐世保市
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

関係市町
主体市町の取組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協力
を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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人事交流・研修の共同開催等による人材育成、図書館等の相互利用による住民

サービスの向上、また、行政事務の集約等により、圏域全体の行政業務の効率化、

安定的行政運営を図っていきます。

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

＜医療・福祉分野＞

 「医療提供体制の充実」や「在宅における医療・介護分野の一層の連携推進」に向け、県の

役割や中心市の役割を考慮し、実施することが適当と思われる事業について、広域で取り組

んでいきます。

 障がい者に関わる「地域での生活支援」や「社会参加・就労支援」の理解促進、啓発事業に

ついて、研修等により広域的に実施していきます。

＜子育て分野＞

 県の事業(保健所等)と重複するものは、従来どおりの対応が適当である等、事業内容によっ

て広域化の可能性は異なると考えますが、｢療育環境改善」、「ファミリーサポート」、

「病児・病後児保育室の利用」、「幼児教育の充実」等、自治体間における施設・機能の相

互利用等を含め検討を進めていきます。

＜教育・文化分野＞

 共通する文化財に関する情報発信や文化財事務に関する共通課題の解決について、検討を進

めていきます。

 各学校が地域特性（地域・子どもの実態）に応じて学校経営を行うことが最適です。ただし、

教職員が共通の研修を受講することにより情報共有や指導技術等を錬磨することができ、教

職員の資質向上につなげていきます。

 圏域の図書館相互利用により利用者の利便性及び文化水準の向上につなげていきます。

 住民の文化創造活動および地域活性化の拠点として設置されたアルカスSASEBOの運営におい

ては、その設置目的を達成し、持続可能な運営（経営）を実現するため、事業対象の広域化

に努めていきます。

＜農水分野＞

 海域の資源回復が必要であるため、海域全体での栽培漁業の推進等、水産資源の増殖を図っ

ていきます。

 新規担い手となる人材の確保及び技術研修・着業支援、着業後の離職防止等を圏域全体で図

り、漁業者の減少に歯止めをかけていきます。

＜地域振興分野＞

 自治体PPS等、公共領域に係る地域振興の財源と仕組みや、資金域内循環のあり方を検討し、

圏域内における地域振興の充実、域外への資金流出の抑制を図ります。

＜防災分野＞

 大規模災害時の応急対応は自治体単独では困難になることから、他自治体との協定締結等に

より普段から支援体制等を構築し連携を図っていきます。

 自主防災組織の結成促進や組織の活性化、地域住民への防災意識の高揚、職員の防災知識の

向上等は各自治体がそれぞれ行うべきことですが、防災リーダー養成講習会等の開催を広域

で検討していきます。

施策の方向性

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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＜環境分野＞

 環境保全活動の推進において、圏域内自治体が連携しながら環境啓発イベントや啓発広報等

の事業実施に向け検討していきます。

 中心市のごみ処理施設及びし尿処理施設における処理能力と各市町におけるごみや、し尿の

発生量の動向に基づき、中長期的な広域処理の可能性について検討していきます。

施策 ①生活機能の強化

連携協約

に規定する

取組内容
地域医療体制の維持・確保に関すること

〔具体的取組み〕

№ 17 事業名 地域医療の確保に関する取組み

事業概要
• 初期から二次救急医療体制を守るための地域課題を抽出して検討を行い、市

民への普及啓発も併せ地域医療を守るための取組みを行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果 救急医療体制の維持による地域医療の確保

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

3,137 4,319 4,319 4,319 4,319 20,413

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 二次救急医療体制を維持するための各種事業の調整を行う

関係市町 中心市と連携し、地域医療確保のための協力を行う

《地域医療》

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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連携協約

に規定する

取組内容
在宅医療・介護サービスの充実及び質の向上に関すること

〔具体的取組み〕

№ 18 事業名 在宅医療・介護連携推進

事業概要
• 圏域内の多職種が連携し、情報共有シートの共通化や、圏域内で統一した研

修等、在宅医をサポートするための取組みにより、圏域全体で支える仕組みづ
くりに取り組む。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 利用者情報共有シートやマニュアルの共通化や関係事業者の連携推進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

2,348 3,511 3,511 3,511 3,511 16,392

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市

研修会の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提
供する。

関係市町
中心市と連携し、研修会の運営に関わるとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

《介護》

連携協約

に規定する

取組内容
出産、子育て環境、障がい者等への支援等、福祉の充実に関すること

〔具体的取組み〕

№ 19 事業名 障がい福祉サービスの充実

事業概要
• 障がい福祉サービス利用者は、広域の事業所を利用していることから、圏域の

事業所の質の充実を図るため、サービス提供事業所や福祉事務所向けの研修
会（制度周知・事例研究等）等を実施する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 圏域全体の事業所の質の底上げや相互協力、支援事例の情報共有化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

194 243 243 243 243 1,166

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市

研修会の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提
供する。

関係市町
中心市と連携し、研修会の運営に関わるとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

《福祉》

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ 20 事業名 療育機能の改善

事業概要
• 療育に関わる問題解決のために、子ども発達センター医師及び各医療専門職

が、各種学習会などを開催し、積極的に同センターのスキルや能力の提供を広
域的に行うことで、市外療育関係者のスキル向上を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果 療育に係るスキル、能力等の提供による圏域内療育環境改善

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

339 524 524 524 524 2,435

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
各種学習会を通じた医師や医療専門職が持つ療育スキル及び助言
等能力の提供を行う。

関係市町 中心市が企画・実施する各種学習会への案内及び参加等を行う。

№ 21 事業名 病児・病後児保育室の利用に関する連携

事業概要
• 連携自治体居住者が圏域にある病児・病後児保育施設の相互利用を可能とし、

居住地や勤務先に近い施設を利用できるなど、利用者の需要に合わせたサー
ビスの提供を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 住民サービスの圏域への広がりによる利便性向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

37 37 37 37 37 185

国及び県補助制度等 子ども・子育て支援交付金（国・県）

役割分担

佐世保市 病児保育事業の提供、利用料減免等に係る必要な事務調整を行う。

関係市町
中心市と連携し、病後児保育事業の提供、利用料減免等に係る必要
な事務調整を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 22 事業名 幼児教育センターのサービス提供

事業概要
• 圏域内における乳幼児教育・保育の質の向上を目指した職員向けの研修・講

演会、市民向けの講演会等の合同開催を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 圏域内における乳幼児教育・保育の質の向上及び子育て支援の充実

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

569 569 569 569 569 2,845

国及び県補助制度等 子ども・子育て支援交付金（国・県）

役割分担

佐世保市
研修会の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提
供する。

関係市町
中心市と連携し、研修会の運営に関わるとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

№ 23 事業名 ファミリー・サポート・センターの充実

事業概要
• 圏域内のファミリー・サポート・センターにおいて、会員の資質向上のため、会員

養成講座や研修会の相互受講、また、事業未実施の自治体に対する立ち上げ
支援による圏域での事業普及を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 圏域内の事業の充実、圏域への広がりによる事業普及

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

757 757 757 757 757 3,785

国及び県補助制度等
子ども・子育て支援交付金（国・県）、長崎県地域子ども・子育て事業費補助金
（県）

役割分担

佐世保市 会員養成講座等の相互受講及び事業立ち上げ支援を行う。

関係市町
中心市と連携し、会員養成講座等の相互受講及び事業立ち上げ検
討を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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連携協約

に規定する

取組内容
生涯学習施設の相互利用及び文化の振興等に関すること

〔具体的取組み〕

《教育・文化》

№ 24 事業名 図書館相互レベルアップ（研修・講習会の共同開催）

事業概要
• 圏域の図書館職員を対象とした研修の共同開催や、図書館利用者を対象とし

た講習会を開催する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 職員の技術向上による圏域内図書館サービス水準の向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

346 347 347 347 347 1,734

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
研修会の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提
供する。

関係市町
中心市と連携し、研修会の運営に関わるとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

№ 25 事業名 図書館相互利用サービス（利用者登録・貸出）

事業概要 • 圏域内図書館の相互利用（利用者登録・貸出）を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 住民サービスの圏域への広がりによる図書館利用者の利便性向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 15,000

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
圏域住民の利用者登録及び資料貸出による利用者の利便性向上を
図る。

関係市町
圏域住民の利用者登録及び資料貸出による利用者の利便性向上を
図る。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 26 事業名 図書館相互利用サービス（貸出・返却の配送サービス）

事業概要
• 圏域内の図書館間の貸出・返却資料の配送を行う。
①行政区域外図書館所蔵の資料の地元図書館への取寄せ・貸出
②行政区域外図書館窓口で借りた資料の地元図書館での返却

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● 7

連携による効果 住民サービスの圏域への広がりによる図書館利用者の利便性向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

869 859 859 859 859 4,305

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 貸出・返却サービスの提供による利用者の利便性向上を図る。

関係市町 貸出・返却サービスの提供による利用者の利便性向上を図る。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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連携協約

に規定する

取組内容
産業の振興及び就業支援、地域還元事業の創出等、地域振興に関すること

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

№ 27 事業名 【★】栽培漁業の広域連携

事業概要
• 水産センターを活用し、栽培漁業の推進による水産資源の維持・確保のため、

関係市町への「余剰種苗の提供」から「計画生産」に移行し、種苗供給の安定
化を目指す。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果 水産資源の生産安定、圏域ブランド水産物の創出、業者の経営向上等

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

15,799 12,521 12,521 12,521 12,521 65,883

国及び県補助制度等 離島漁業再生支援交付金（基本交付金）（国・県）

役割分担

佐世保市
事業企画・実施を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提供す
る。関係市町に対する計画生産による種苗の安定供給の実施や、生
産技術開発・支援や情報の提供を行う。

関係市町
中心市からの種苗の計画的な購入や、種苗購入及び情報提供希望
者の調整を行う。

《地域振興》

№ 28 事業名 【★】自治体PPS（新電力会社）による域内経済循環

事業概要
• 新電力会社（第3セクター）を設立し、圏域内の公共施設や民間事業者への電

力供給による収益（富）を域内に留めるとともに、収益について、圏域内各市町
の課題解決に寄与し、圏域の活性化に繋がる事業の展開に充当する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 地域内経済循環、地域還元事業の創出による地域振興

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

210 210 210 210 210 1,050

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
新電力会社への出資、新電力会社へのガバナンス、地域還元の仕
組づくりを行う。

関係市町
公共施設の電気契約、収益をもって行う地域還元事業への参画や
電気小売りの取次店の推薦。※役割りについては、選択が可能。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 29 事業名 新規漁業者等就業支援

事業概要
• 新規就漁者等への研修（着業後の技術支援等）や、若年漁業従事者等の交流

（親睦、情報交換）、新規就漁者等への情報提供（中古漁船情報等）を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● 2

連携による効果 漁業者間の交流による新規就漁者の定着促進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

438 975 975 975 975 4,338

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
研修会の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提
供する。

関係市町
中心市と連携し、研修会の運営に関わるとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

№ 30 事業名 水産資源の増殖対策及び漁業生産環境等改善

事業概要
• 各市町が実施している栽培漁業（種苗放流）及び漁場環境調査等を共同して実

施することで、接続する漁場全体の生産環境改善および漁業者の所得向上を
図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果 漁場全体での生産環境の向上及び共同実施による事務効率化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

5,462 7,110 7,010 7,010 7,010 33,602

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
主体的に事務手続、日程調整等を行うとともに、関係者に対して必
要な情報を提供する。

関係市町
中心市と連携し、事務手続、日程調整等を行うとともに、関係者に対
して必要な情報を提供する。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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連携協約

に規定する

取組内容

災害発災時の相互応援体制の構築、広域避難体制の確立等、災害対策の充実に

関すること

〔具体的取組み〕

№ 31 事業名 災害時における相互応援体制の確立

事業概要
• 自治体が災害により被災し、独自では災害応急対応が困難な場合に、水や食

料等の物資の提供、応援職員の派遣、広域における避難所開設などの応援体
制により、被災住民への迅速な支援を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 万一の大規模災害発生に備えた相互応援体制の拡充

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

－ － － － － －

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
被災自治体からの情報収集及び他自治体への情報提供、被災自治
体への支援の実施

関係市町
被災自治体から中心市へ情報提供、中心市から情報提供を受けた
他自治体による被災自治体への支援の実施

《災害対策》

№ 32 事業名 防災行政に関する情報の共有及び職員の資質向上

事業概要
• 防災に係る定期会議開催による情報共有、圏域職員の知識・技能等、資質向

上を目的とした研修会や訓練等を企画実施する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 市町間の防災行政に関する情報共有及び防災担当職員の資質向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

902 960 960 960 960 4,742

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 職員の資質向上を目的とした研修会や訓練等を企画、実施する。

関係市町 中心市と連携し、研修会や訓練等の開催に協力する。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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連携協約

に規定する

取組内容
低炭素・循環型社会の構築等に向けた環境対策の推進に関すること

〔具体的取組み〕

№ 33 事業名 エコアクション21（事業所における環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取得促進）

事業概要
• 圏域内事業者の環境意識の向上や環境活動につなげるため、事業者向けセミ

ナー開催により、中小企業を対象に国が推奨する環境マネジメントシステム「エ
コアクション２１」の普及に努める。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 効率的に環境配慮に率先して取り組む企業育成、事業実施に係るノウハウの蓄積

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

36 36 36 36 36 180

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市 セミナーの企画実施と企業等への周知等を行う。

関係市町 中心市と連携して、企画実施等に必要な協力を行う。

《環境》

№ 34 事業名 親子でエコチャレンジ（家庭における地球温暖化対策）

事業概要
• 圏域内の小学校や児童クラブと連携した環境意識の啓発事業の実施や、圏域

内自治体担当者による環境意識啓発に係る取組状況の情報交換、ノウハウ共
有を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 圏域の環境教育・普及啓発促進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

8 122 122 122 122 496

国及び県補助制度等 －

役割分担
佐世保市 事業の企画実施と学校・児童クラブ等への周知等を行う。

関係市町 中心市と連携して、企画実施等に必要な協力を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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＜公共交通分野＞

 佐世保～上五島航路対策では、利便性の高い運航ダイヤの実現及び宇久平・小値賀港

の母港平準化に係る協議を継続して行っていきます。

 圏域内で情報や方針等の共有を図りながら、公共交通機関（バス、鉄道など）を中心

とした利便性の高い交通づくりに向けた検討を進めていきます。

 神浦～寺島～柳航路の利便性向上及び効率的な運航に関し検討を進めていきます。

＜ICT分野＞

 圏域内の行政情報を一体的に提供することで、利用者の利便性向上を図っていきます。

 システム等の標準化・共同化による事務効率化等を図っていきます。

＜インフラ分野＞

 水道の安定供給や下水の安定処理を持続していくため、県の積極的な関与のもと、各

自治体の地勢条件、人口、財政状況等を総合的に勘案し、経営基盤の強化につながる

広域連携の形態を検討していきます。

 関連性のある景観資源のPRのために、関連市が一体となり情報発信を行うことを検討

していきます。

 相互の景観形成や景観資産の保全を図るため、バッファゾーンとなるエリアでの認識

共有を検討していきます。

＜移住・定住分野＞

 圏域内各地域の魅力を打ち出し、一体感をもった移住定住施策の検討を進めていきま

す。

＜市民生活分野＞

 広域化により多くの結婚希望者が出会える場を創設し、婚活イベント等の情報発信を

連携することで成婚者の増加を促し、人口減少の抑制に繋げていきます。

施策の方向性

施策 ②結びつきやネットワークの強化

連携協約

に規定する

取組内容
地域住民の生活交通の確保等、地域公共交通の充実に関すること

《地域公共交通》

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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〔具体的取組み〕

№ 35 事業名 海上交通（航路）の維持・活性化

事業概要
• 佐世保～上五島航路の利便性の高いダイヤ形成や利用促進について、協議

調整を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● 2

連携による効果 母港平準化、利便性の高い運航ダイヤの実現

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

103 103 103 103 103 515

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
会議の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報を提供
する。

関係市町
中心市と連携し、会議の運営に関わるとともに、関係者に対して必要
な情報を提供する。

連携協約

に規定する

取組内容

ＩＣＴを活用した利便性の向上等、多様な分野でのＩＣＴの効果的利活用に関すること

《ICTインフラ整備》

〔具体的取組み〕

№ 36 事業名 オープンデータ利活用の推進に係る取組み

事業概要
• 圏域を形成する市町のオープンデータ提供サイトを構築し、圏域全体でオープ

ンデータの提供に取り組むことにより、地域横断的なデータの利活用を促進す
る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 オープンデータ提供サイト構築経費の低減及びデータ利活用の利便性向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

156 32 32 32 32 284

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
圏域全体のオープンデータ提供入口（広域連携ポータルサイト）の構
築及び関係市町の支援を行う。

関係市町
中心市と連携し、オープンデータの提供開始や、オープンデータ提供
サイトの構築を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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№ 37 事業名 情報通信インフラの共同利用

事業概要
• 各市町個別で調達・運用している業務システム等の共同利用により、各市町の

経費負担削減と事務軽減を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 各市町の経費負担削減と事務軽減

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

415 387 387 387 387 1,963

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
共同利用に関する標準化・ルールの作成、協議会等の設置、調達仕
様書の作成、各調達業務等を行う。

関係市町
中心市と連携し、共同利用に関する標準化・ルールの作成、協議会
等への参加、各調達業務等を行う。

連携協約

に規定する

取組内容

圏域内外の交流の促進及び圏域の情報発信・ＰＲ等による移住促進に関すること

《地域内外の住民との交流・移住促進》

〔具体的取組み〕 （【★】：重点事業＝本圏域で重点的、継続的に取り組む事業）

№ 38 事業名 【★】広域圏サポーターの創出

事業概要

• させぼ移住サポートプラザを事務局として、広域圏サポーター（応援隊）創出の
取組みを進め、移住へ繋げるための圏域の情報発信、サポーターのニーズに
応じた個別移住体験ツアーの実施や、首都圏域での共同移住相談会を開催し
圏域移住者の増を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● 7

連携による効果 圏域の魅力体験の仕組みづくりによる移住促進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

16,186 16,213 16,213 16,213 16,213 81,038

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
広域圏サポーター創出に関わる事務の主体的運営、事業立ち上げ
支援等を行う。

関係市町
中心市と連携し、移住相談、相談会開催支援、個別移住体験ツアー
支援を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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№ 39 事業名 移住・定住連携窓口の広域圏活用

事業概要
• 連携自治体の広報パンフ等展示、イメージ動画の放映、移住相談受付、移住

定住イベントの共同実施等を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 圏域の魅力の効果的発信による移住促進

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

－ － － － － －

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
圏域全体の移住広報周知や、圏域へのワンストップ移住相談窓口を
担う。

関係市町
中心市と連携し、共同利用に関する標準化・ルールの作成、調整協
議会、WG等への参加、各調達業務等を行う。

№ 40 事業名 婚活サポート推進

事業概要
• 各市町が共通して利用できる婚活マッチングシステムの構築によるお見合い支

援や、各市町が実施する婚活イベント情報の共有化（一元化）と情報発信、婚
活セミナー等の合同開催を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 結婚・婚活支援対策の広域化による圏域人口減少の抑制

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

645 680 680 680 680 3,365

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
セミナー等の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報
を提供する。

関係市町
中心市と連携し、セミナー等の運営に関わるとともに、関係者に対し
て必要な情報を提供する。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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＜人材育成分野＞

 圏域内で啓発セミナー等を実施し、人材育成のノウハウや講師・講演の情報を共有するとと

もに、男女共同参画について住民の意識向上を図っていきます。

＜マネジメント分野＞

 広域プラットフォームの組成によって、圏域内の公共施設へのＰＰＰ（公民連携）導入を推

進していくことにより、公共施設運営の効率化・高付加価値化を目指していきます。

施策の方向性

施策 ③圏域マネジメント能力の強化

連携協約

に規定する

取組内容

啓発機会の創出による圏域を担う人材や団体の育成・確保に関すること

《人材の育成》

〔具体的取組み〕

№ 41 事業名 男女共同参画推進啓発

事業概要
• 佐世保市男女共同参画推進センター「スピカ」を拠点とし、講演会やセミナー等

の企画や、各市町での出前講座の開催、各市町主催の講演会の情報提供等、
男女共同参画の意識啓発を推進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 啓発機会の圏域への広がりと行政事務軽減

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

488 488 488 488 488 2,440

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
セミナー等の企画・運営を行うとともに、関係者に対して必要な情報
を提供する。

関係市町
中心市と連携し、セミナー等の運営に関わるとともに、関係者に対し
て必要な情報を提供する。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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連携協約

に規定する

取組内容
圏域内自治体職員間等の交流促進や研修等による公務能力の向上に関すること

《圏域内市町村の職員等の交流》

〔具体的取組み〕

№ 42 事業名 人事交流制度による職員のスキルアップ・意識醸成

事業概要
• 行政課題の克服や、ノウハウの蓄積に寄与する分野のマッチングを行い、連携

市町間での人事交流を行い、実務を通じて人材育成や業務ノウハウの習得を
行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果 圏域職員のスキルアップによる圏域全体の住民サービスの向上、地域活性化

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

－ － － － － －

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
市町間における人事交流分野の意向の取りまとめや、マッチング等
を行う。

関係市町
中心市と連携し、必要となる人事交流分野における派遣・受入両面
からの検討を行う。

№ 43 事業名 教職員研修の共有連携（教育センター研修の活用）

事業概要
• 人事異動方針により佐世保市と同一地域とされる3町の教員に対し、佐世保市

教育センターで開催する夏季研修の一部を共有し、研修の機会を増やす。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 研修機会の増加、内容の共有による教職員の資質の向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

328 410 410 410 410 1,968

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
研修の企画及び運営（案内状の送付及び受講者登録、資料印刷等）
を行う。

関係市町 各町における受講希望者の確認・人数調整等を行う。

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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連携協約

に規定する

取組内容
行政サービスの効率化や最適化等、公共マネジメントの強化に関すること

《圏域マネジメント能力の強化》

〔具体的取組み〕

№ 44 事業名 公民連携プラットフォームの形成

事業概要
• 佐世保市が保有するＰＰＰプラットフォーム機能の広域展開を図ることにより、

圏域全体での公民連携を促進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果
プラットフォームを活用した公共施設のＰＰＰ導入促進による、圏域の公共サービス
の向上

事業費見込額
（千円）

2019(H31) 2020(H32) 2021(H33) 2022(H34) 2023(H35) 合計

3,079 3,071 3,071 3,071 3,071 15,363

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市
・ＰＰＰプラットフォームの企画・運営及び案件形成支援
・ＰＰＰ/ＰＦＩに関する職員の理解促進及び推進に向けた検討

関係市町
・ＰＰＰプラットフォームの活用
・ＰＰＰ/ＰＦＩに関する職員の理解促進及び推進に向けた検討

〔長期検討事業〕

事業名 事業概要

ドローン活用事業

• 圏域内の社会インフラ（橋梁等）の効率的な維持管理や、災害時における迅速
で効率的な被害状況の把握

• 新産業育成・雇用創出を図るための広域圏でのドローン活用
• 特区を利用した規制緩和
• ドローンスクールの設置、各種実証事業など

広域での事務委託
による民間活用の

検討

• 共通する行政業務のアウトソーシングの推進等による行政事務の減量化・効率
化、財政支出の削減

• 民間活力による新たな産業としての地域経済活性化の検討

西九州させぼ広域都市圏ビジョン

３ 推進する具体的取組み
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県は、当該県内の市町における連携中枢都市圏の形成や連携中枢都市圏に関す

る取組について情報提供や助言を行うとともに、積極的な支援を行うことが期待されて

います。

特に、産業振興、医療、地域公共交通、インフラの整備等都道府県が広域自治体と
して担任する事務については、連携中枢都市圏に関する取組と円滑に連携できるよう
調整を図るなど、連携中枢都市圏の取組を支援することが期待されています。

また、本圏域のように、２以上の都道府県の区域にわたり連携中枢都市圏が形成され
る場合、例えば、県ごとに設定する医療圏と当該連携中枢都市圏の圏域が重複しない
ことなどが想定されますが、その際、両県は、連携中枢都市圏の取組が円滑に進むよ
う、連携中枢都市圏を形成する市町の希望を尊重しながら、関係市町と十分に協議調
整を行うことが期待されます。

加えて、連携中枢都市圏の取組を進めるため、例えば、県の権限に属する事務で
あって、連携中枢都市に移譲されているが近隣の市町には移譲されていない事務に
ついて、連携中枢都市と近隣の市町が合意しているときは、関係市町の求めに応じ、
県は条例による事務処理特例制度を活用して積極的に権限移譲を進めていくことが期
待されています。

このことを踏まえ、 「西九州させぼ広域都市圏」は、佐賀・長崎両県の積極的な関与
と支援を求めていくとともに、県と圏域内における中心市の役割分担等について、適切
な調整を図っていくこととします。

県による助言及び支援４

西九州させぼ広域都市圏ビジョン
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